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山田拓徳　国土交通省自転車活用推進本部事務局課長　
古倉宗治　三井住友トラスト研究所理事（自転車政策・まちづくり）
鈴木美緒　東京大学生産研究所特任助教（交通安全･道路デザイン)
小林成基　自転車活用推進研究会理事長

警察庁が発表した2017年の自転車がからむ交通事故は
約9万件ありました。その内、自動車との事故は84％をこ
える7万6千件で、このうち約54％の約4万件が「出会い
頭」であったとされています。自動車同士の出会い頭事
故の割合が24％とされていますから、いかに多いかわか
ります。自転車による事故の原因には、自転車側の信号
無視、一時停止、安全確認を怠るなどの法令違反も多く、
警察庁は「悪質な自転車運転者に義務づけた講習制度」
の運用を強化したいとしています。出会い頭の事故は、
自転車利用者がルール、マナーを守ってさえいれば、
ほとんどが防げると交通事故の専門家は指摘しています。

平成29年5月1日に施行された「自転車活用推進法（以下
推進法）の理念は、「環境」「健康」「災害」で、14の基本
方針が示されています。これらの基本方針は、国と地方公
共団体（以下自治体）で役割を分担するとされています。

①自転車専用道路等の整備 
②路外駐車場の整備等 
③シェアサイクル施設の整備 
④自転車競技施設の整備 
⑤高い安全性を備えた自転車の供給体制整備 
⑥自転車安全に寄与する人材の育成等 
⑦情報通信技術等の活用による管理の適正化 
⑧交通安全に係る教育及び啓発 
⑨国民の健康の保持増進 
⑩青少年の体力の向上 
⑪公共交通機関との連携の促進 
⑫災害時の有効活用体制の整備 
⑬自転車を活用した国際交流の促進 
⑭観光来訪の促進、地域活性化の支援

実施日時 :平成29年12月6日　１８:００～２０:００
場　　所：東京弁護士会館１００３号会議室
主　　催：東京第二弁護士会環境保全部会

自転車と自動車の事故の
5割以上が「出会い頭」

自転車活用推進法の概要
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国は昨年5月1日に施行された「自転車活用推進法」を
実行に移すための「自転車推進計画」を本年夏までに
策定し閣議決定することを発表しました。これをうけて、
昨年末に、東京弁護士会館で、「自転車活用推進法を
どう活かすか」というテーマで、シンポジウムが開催され
るなど、今年は、自転車活用に向け、国、地方自治体、そ
して民間企業などが、本格的に動き始めます。自転車活
用推進計画の立案についてどのような課題があるか、ま
た推進計画の実施にあたり地方自治体の対応はどう進
められるのか。シンポジウムの取材を通して、これからの
自転車活用の推進についてまとめてみました。
　
まず、シンポジウムにおけるパネリストの主な発言とそこ
から浮かび上がる課題を整理してみたいと思います。

鈴木：道路デザインという観点から、自転車の利点を利
用者が享受できるように、推進計画を基に走行空間のイ
ンフラ整備を確実に進めて欲しい。
　
小林：都内に限らず、日本の道路はすべて自動車優先
につくられ、標識も同じように自動車用に設定されてい
るから、現状では自転車走行には向いていない。これが
現実であり、自転車走行空間の整備には、自動車との
兼ね合いをきちんとしない限り、問題解決はできない。
　
山田：現在（12月現在）、シェアサイクルを導入してい
る都市は87ほどになります。今後は、自治体が都市公
園や駐輪場などをネットワークで結んで、観光などに活
用していくと見込んでいます。
　
小林：中国でシェアサイクルが爆発的に普及したのは、
とにかく自由と便利さにありました。その結果、廃棄物と
なって環境問題を引き起こしましたが、日本ではそのよ
うな事態は防げるでしょうが、自由と便利さを規制しす
ぎると普及は遅れるのではないでしょうか

自転車活用推進法は、2011年3月11日の東日本大震
災を契機に自転車の環境負荷ゼロ、健康効果、そして
災害時の移動手段という3つの視点から超党派議員連
盟によって立案され、施行に至っています。あの、大地
震から7年が経ち、国民の間に早くも、風化が進んでい
ることは否定できません。
推進計画はこれから地方自治体の責務が重くなります。
しかし、自治体には自転車について詳しい職員が少な
いのが現実です。また､シェアサイクルの普及に関して
は、設備の整備、維持費など財政への負担が決して軽く
ありません。そこで勢い、外の企業などに事業を丸投げ
することになりがちですが、そこで一歩立ち止まって、こ
れらの解決には、やはり住民と一体となった対応が必要
なのではないでしょうか。自転車活用による環境改善、
健康づくり、災害時における避難移動手段、地域の活性
化は、住民と自治体が協働して進めてこそ、しっかりと
根づき、住民の足として定着するものです。そして土台
ができた段階で、外からの民間企業シェアサイクルシス
テムの導入を検討することで、自分たちの街の乗り物と
いう愛着も生まれるのではないでしょうか。

（文中敬称略）

山田：自転車政策はいままで省庁単位、
自治体単位で対応してきたが、この推進法
は議連による提案で、まず国が自転車政
策全体を立案し、国と自治体が役割分担するという、
自転車活用のために初めて整備された法律である。平
成 30 年夏を目途に「自転車活用推進計画」を策定し
閣議決定する予定である。

古倉：国が前面に出て自転車施策を先導
していることに、意義がある。その上で自
転車走行空間整備を円滑に進めるために、

ドイツ、オランダ、デンマークの自転車先進国が率先し
て自転車優先の位置づけをしていて、各自治体がその
実現のために競うようなプレッシャーを受けている共通
性があり、我が国でも今後こうした政策が求められる
のではないか。

鈴木：自転車先進国の政策は、国の方向
性が明確で、それぞれの役割分担がしっ
かりしていることが成功につながっている
のではないか。対して、日本ではまだまだ方向性が定まっ
ていないために、自治体に戸惑いがある。自治体はそれ
ぞれに特性があり、全国一律でやっていくことはかなり
無理があって、むずかしい点が多いことが課題である。

小林：日本と同じように自転車交通政策
が遅れていた英国は、日本とは比較になら
ないほど進歩している。その理由は、英国

の場合、以前から自転車は車道通行だったのでそもそ
もゼロスタートだった。しかし、日本は長い期間（30
年以上）にわたって、自転車が車道ではなく歩道を通
行してよいとしたことから、これがいまでも尾を引いて
マイナススタートになっている。自転車と歩行者の分離
を徹底する必要がある。
　
古倉：推進計画の策定にあたっては、「自転車活用推
進法」の環境、健康、災害という立法の理念に根ざして
立案してもらいたい。その上で個別具体的な道路など
の整備を行っていかないと、自転車活用の目的が活か
されなくなる恐れがある。

自転車活用推進計画にあたって。

自治体にとって重要な課題である
道路整備とシェアサイクルについて。

自転車活用推進法の理念を
活かし、住民と自治体が
一体になった推進計画を。

パネリスト

シンポジウム
「自転車活用推進法をどう活かすか」、自転車の本格活用に向けた課題を探る。特
集
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